[bookmark: _GoBack]土木技術者自己啓発助成事業実施要綱

（目的）
第１条　この要綱は、香川県、香川県広域水道企業団及び香川県内の市町の土木技術職員を対象に、職務に関する知識等を習得する機会を提供し、職員の職務の遂行に役立つ各種資格等の取得に対し、助成金を交付することにより、職員の自己啓発による能力開発の促進、資質の向上により、発注者としての技術的水準を高め、工事の適正な監督検査など職務執行体制の充実を図ることを目的とする。
（対象者）
第２条　助成の対象となる職員は、職務遂行に役立つ資格等を取得した者のうち、助成を希望する職員（育休任期付職員、臨時的任用職員、会計年度任用職員は除く。）とする。
（助成対象資格等）
第３条　助成の対象となる資格等は別表のとおりとする。ただし、職務命令により取得した資格等は助成対象としない。
（助成対象費用）
第４条　助成の対象となる費用は、資格等を取得するために要した費用で、受験料、資格等の認定を行う機関により当該資格等を取得するために必ず受講すべきものとして指定された講習会等の受講料及び登録等に要する費用（以下「助成対象費用」という。）とする。
（助成の交付額）
第５条　助成金の交付額は、助成対象費用の実支出額から各所属における助成金の交付額を控除した額以内とする。
（助成の申請）
第６条　助成を受けようとする職員は、「土木技術者自己啓発助成申請書」（様式第１号）に資格等を取得したことを証する書類及び資格等の取得に要した費用を示す書類を添付し、所属長（香川県及び香川県広域水道企業団の職員は、その所属長とし、各市町の職員は、市町長とする。）を経由して理事長に提出しなければならない。
（助成の決定）
第７条　理事長は、前条の申請書を受理したときは、その内容を審査した上で助成を決定し、「土木技術者自己啓発助成決定通知書」（様式第２号）により申請者に通知するものとする。
（助成金の請求）
第８条　前条の規定により助成の決定を受けた者は、速やかに「土木技術者自己啓発助成金請求書」（様式第３号）を理事長に提出するものとする。
（助成金の支払い）
第９条　理事長は、請求書を受理した日から30日以内に、助成金を支払わなければならない。
（その他）
第10条　この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行について必要な事項は、別に定めるものとする。

附　則
１　この要綱は、令和３年４月１日から施行する。
２　土木技術者自己啓発助成事業実施要領（以下「旧要領」という。）は、令和３年３月31日をもって廃止する。ただし、令和２年度の助成の手続きを進めているものについては、旧要領の例によることができる。

別表
	資格等の名称
	助成の条件
	助成対象費用

	
	
	受験料

	受講料
(※１)
	登録料
(※２)

	技術士（各部門及び各科目）(※３)
	試験に合格し資格者証(※４)の交付を受けること
	○
	
	○

	測量士
	試験に合格し資格者証の交付を受けること
	○
	
	○

	測量士補
	試験に合格し資格者証の交付を受けること
	○
	
	○

	一級土木施工管理技士(※５)
	試験に合格し資格者証の交付を受けること
	○
	
	○

	二級土木施工管理技士
	試験に合格し資格者証の交付を受けること
	○
	
	○

	コンクリート診断士
	講習を受講し試験に合格し資格証の交付を受けること
	○
	○
	○



（備考）
※１…資格等の認定を行う機関により当該資格等を取得するために必ず受講すべきものとして指定されたものに限る。
※２…登録手数料や登録免許税など、資格等の効力を備えるために必要な費用に限る。
※３…一次試験、二次試験それぞれ個別に申請することができる。
※４…登録証、免許証、合格証明書、認定証などのことをいう。
※５…１次検定、２次検定それぞれ個別に申請することができる。




-1-
（様式第１号）

土木技術者自己啓発助成申請書

(公財)香川県建設技術センター理事長　殿

土木技術者自己啓発助成事業実施要綱第６条の規定により、資格等を取得するために要した費用の助成を受けたいので、関係書類を添えて申請します。

	令和
	
	年
	
	月
	
	日




	申請者
	住　　所
(自　宅)
	〒　　　－

	
	
	

	
	所属・職
	

	
	氏　　名
	
	㊞

	
	生年月日
	
	

	資格等の名称
	

	取得年月日
	令和
	
	年
	
	月
	
	日
	

	資格等の取得
に要した費用
	受験料
	
	
	円

	
	講習会等の受講料
	（※１）
	
	円

	
	登録等に要した費用
	（※２）
	
	円

	
	計
	A
	
	円

	
	所属からの助成額
	B
	
	円

	
	差引助成申請額
	A-B
	
	円

	所属長確認欄
		令和
	
	年
	
	月
	
	日




	
	所属長
職氏名
	
	印



（添付書類）
１　資格等を取得したことを証する書類
２　資格等の取得に要した費用を示す書類

（備考）
※１ … 資格等の認定を行う機関により当該資格等を取得するために必ず受講すべきものとして指定されたものに限る。
※２ … 登録手数料や登録免許税など、資格等の効力を備えるために必要な費用に限る。


（様式第２号）

土木技術者自己啓発助成決定通知書



	
	様




先に申請のあった自己啓発助成については、次のとおり決定しましたので、土木技術者自己啓発助成事業実施要綱第７条の規定により通知します。


	令和
	
	年
	
	月
	
	日





公益財団法人香川県建設技術センター
理　事　長　　　　㊞




	資格等の名称
	

	取得年月日
	

	助成金額
	
	円






（様式第３号）

土木技術者自己啓発助成金請求書


	請求金額
	
	万
	千
	百
	十
	円

	
	
	
	
	
	
	


（アラビア数字で記載し、頭書に￥の記号を付し、訂正しないでください。）


土木技術者自己啓発助成事業実施要綱第８条に基づき、助成金を請求します。




	令和
	
	年
	
	月
	
	日





(公財)香川県建設技術センター理事長　殿


	
	住　　所
	〒　　　－

	
	
	

	
	氏　　名
	
	㊞




	口座振込先
	金融機関
	
	銀行
	
	(支)店

	
	預金種目
	１：普通　　２：当座　　（該当する番号に○）

	
	口座番号
	

	
	（フリガナ）
	

	
	口座名義
	


注) 県職員については、百十四銀行県庁支店の口座番号で振込請求をお願いします。
